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◆テクノセンター⻑あいさつ 

    
テクノセンター⻑ 江崎 修央 

 
 令和２年のはじめから世界を襲った新型コロナウィルス感染症に寄って、⿃⽻商船⾼等
専⾨学校においても前期および冬休み以降は遠隔授業を実施することとなりました。その
ため、テクノセンターの業務の柱である実験・実習の⽀援、地域連携活動など⼤きな影響を
受けることとなりました。 
 ⼀⽅で、教育に関する DX（Digital Transformation）が⼀気に加速し、授業はもちろん、
会議等についてもリモートで実施することとなりました。これらの⽀援には、総合情報セン
ターと連携し、テクノセンターの職員も多⼤なる協⼒があったからこそ実現できたと考え
ています。 
 また、地域連携事例においても対⾯での出前授業や公開講座の実施は⼤幅に減りました
が、リモートでの講演等は実施できています。例えば「ＩＣＴ・データ活⽤⼈材育成講座」
では、５社に向けてマイコンを⽤いたハンズオン講義を実施しましたが、そのうち１社は、
完全リモートでの講座開催となりました。担当講師は、リモートでも⼗分に実施可能である
という感触を得たようで、新たな講座のあり⽅を実践できる貴重な機会となりました。 
 令和２年度には、補正予算等を多く獲得し、NC ⼯作機械および３D CAD と連携した
CAM システム等を多数導⼊することができました。また、令和３年度には実習⼯場 A 棟・
B 棟の改修も決定し、テクノセンターの保有設備が⼤幅に刷新されます。 
 政府が提唱する Society5.0 に対応できる⼈材育成を担うことは本校の使命であると考え
ております。これに向けてテクノセンターの果たす役割は重要で、教職員⼀同で研鑽を積み
ながら、引き続き学⽣はもちろん、地域のために努⼒を続けていきます。 
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◆テクノセンターについて 

 
 ⿃⽻商船⾼等専⾨学校のテクノセンターは、以下に⽰す４つの部⾨から成り、それぞれ
の部⾨は部⾨⻑の教員が取りまとめ、教室系技術職員の⽀援を得ながら業務を遂⾏してい
ます。 

 
     
【技術⽀援部⾨】 
 授業・実験実習の⽀援のほか、ロボットコンテスト・プログラミングコンテストなどの
課外活動⽀援を⾏います。 
【地域連携部⾨】 
 地元企業からの技術相談への対応、地域連携のためのセミナー開催や地域活動の⽀援を
⾏います。 
【研究⽀援部⾨】 
 科学研究費をはじめとする外部資⾦獲得の⽀援のほか、企業等との共同研究・受託研究
⽀援を⾏います。 
【知的財産部⾨】 
  知的財産の取得、管理に関する⽀援、講習会の実施を⾏います。 
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◆本校の研究・地域連携 基本⽅針 

 
研究⽅針 
 地域貢献や新産業で活躍できる⼈材育成のため、企業、⾃治体や⺠間組織などと共同研究
を進め、研究活動の成果を広く発信した上で教育にも還元する。  
 
地域連携の⽅針 
 地域の発展に貢献できる⾼専であるために、受託研究の実施や技術交流に取り組み、教職
員・学⽣参画によって地域に寄与する活動を積極的に実践する。  
 
 

◆研究活動に関する⽬的・⽬標 

 
⽬的 
・ 企業との連携や、学校としてのシーズを育てるため、未来を⾒据えて新産業を⽀える技

術を研究する。 
・ 三重県の産業を活性化するために⾰新をもたらす研究を推進する。 
 
⽬標 
・ 企業と連携した共同研究や、公募による研究を毎年３件以上推進する。 
・ ⾃治体や地元企業と連携し毎年３件以上の受託研究を実施する。 
 

◆地域貢献活動等の⽬的・⽬標 

 
⽬的 
・ 三重県の伊勢志摩地域の特徴的な産業（１次産業・３次産業）を⽀援し、業務の効率化、

魅⼒あるコンテンツの制作に寄与する地域貢献活動を推進する。 
・ ⿃⽻商船⾼専の持つ技術や知識を元に、地域の⼦供達はもちろん、⼀般の⼈に向けた講

座等を開催し、学習の機会を設ける。 
 
⽬標 
・ ⾃治体や地元企業と連携し毎年５件以上の地域連携事業を実施する。 
・ 出前授業や公開講座を毎年１０件以上実施する。 
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◆令和２年度 活動報告 
 
（１） KDDI、KDDI 総合研究所と包括的連携に関する協定を締結 

令和 2 年 11 ⽉ 17 ⽇（⽕）に⿃⽻商船⾼等専⾨学校、KDDI、KDDI 総合研究所、地域
DX 推進と⼈財育成を⽬的とした連携に関する協定を締結しました。 

３者は、⿃⽻商船⾼専が三重県で⾏う学術研究と、KDDI、KDDI 総合研究所が持つ AI
や IoT デバイスなどの先端技術を活⽤することで、農業・⽔産業における⼈⼿不⾜の課題
を解決していきます。また、新たに構築される 5G ネットワーク環境を通した他地域との
交流により、地域全体の DX 推進に向けた⼈財育成を⽬指します。 
  
【本協定の内容】 
1．5G 環境の構築と遠隔教育 
・ ⿃⽻商船⾼専に新たに構築する 5G ネットワーク環境を活⽤することで、他地域の教

育機関と繋いだ遠隔教育を実施。 
  
2．先端技術とその活⽤についての共同研究 
・ 通信技術を基盤とした、観測データ取得、AI 画像認識および、センシング技術の活⽤

による研究を通して、⼈的作業の DX を推進し、⼈⼿不⾜による作業負荷の拡⼤など
の課題を解決。 

・ 漁獲量の予測を実現するスマートブイの導⼊による漁業の効率化。 
  
3． Society 5.0 を担う⼈財育成機会の創出 
・ 「KDDI DIGITAL GATE」による、デザイン思考をベースとしたワークショップや、

アジャイル開発実践のためのハンズオン研修の実施。 
・ 三重県の地域資源を活⽤した DX 講義、起業イノベーション⼈財育成セミナーを通し

た、地域産業を⽀える⼈財育成⽀援。 
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（２）みえまちキャンパス in ⿃⽻商船⾼等専⾨学校の開催 
 ２⽉１７⽇（⽔）「みえまちキャンパス in ⿃⽻商船⾼等専⾨学校」を開催しました。新型コ
ロナウイルス感染症拡⼤防⽌のため、今回は初めてオンライン（zoom）での開催となりまし
た。 

このイベントは、県内の学⽣たちが取り組む地域活動発表会で、⿃⽻商船⾼等専⾨学校、四
⽇市⼤学、四⽇市看護医療⼤学、皇學館⼤学、三重⼤学から学⽣たちが参加し、⾃⾝の活動を
プレゼンテーションによる発表を⾏いました。当⽇は、審査員 5 名を含む約 40 名が参加しま
した。それぞれの活動に対して、質疑や激励のコメントも活発に⾶び交いました。審査員によ
る採点により、以下の団体が表彰されることとなりました。 

また、イベントは⿃⽻商船⾼等専⾨学校の教職員及び学⽣が中⼼となり運営が無事執り⾏わ
れました。オンライン開催の中でも、有意義な交流を深める⼀⽇となりました。 
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（３）マリン IT ワークショップ 2021 みえの開催 
 3 ⽉ 7 ⽇（⽇）に「マリン IT ワークショップ 2021 みえ」を開催しました。このワーク
ショップは、公⽴はこだて未来⼤学マリン IT ラボが主催となり例年 8 ⽉に函館市、3 ⽉に
全国各地で開催しています。今年度は三重県が開催地となり、本校も共催として運営に携
わりました。新型コロナの影響でオンライン開催となりましたが、⼤学、企業、⾏政など
が⽔産業における IT の活⽤事例や研究などを学会形式で発表し、情報共有を⾏いまし
た。 
 ２５件の発表のうち、三重県の事例が１５件を占め、マリン IT に積極的に取り組んで
いる姿勢が確認されました。 
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（４） 三重県における海洋 DX 研究開発・導⼊の促進に係る産学官連携協定を締結 
国⽴⼤学法⼈三重⼤学 ⼤学院⽣物資源学研究科、独⽴⾏政法⼈国⽴⾼等専⾨学校機構 

⿃⽻商船⾼等専⾨学校、三重県 ⽔産研究所、⿃⽻市、KDDI 株式会社、株式会社 KDDI
総合研究所は、三重県内の 5G や IoT など先端技術を活⽤した⽔産業のデジタル・トラン
スフォーメーション「海洋 DX」の積極的な展開を⽬指し連携協定を 2021 年 3 ⽉ 16 ⽇に
締結しました。 

現在の⽔産業現場では、⽣産技術に関して⽣産者の経験や勘への依存度が⾼く、また環
境変化による不安定な漁獲・⽣産量や、厳しい労働環境もあいまって漁業就業者の減少と
⾼齢化が進んでいます。 

本協定で 6 者は、三重県における⽔産現場の課題解決に対し、三重県内の漁場や養殖現
場で IoT を活⽤した海況観測器によるデータ取得や、海の磯焼けによる藻場の減少・⽣態
変化について、「空中・⽔中ドローン」による撮影映像を⽤いた解析などの海洋 DX を実
施します。 

今後、6 者は本協定に基づき、産学官の連携による最新技術の情報共有や共同研究、フ
ィールド試験などを通じてスマート⽔産業を促進し、安定した漁獲や⽣産に向けた仕組み
の構築を進めます。さらに、若者の都市部集中など社会的な課題に対し、本協定による地
元企業の⽀援による地域活性化を⽬指します。 
 
【本協定の内容】 
1．海洋 DX に係る新技術開発の共同研究 
・ スマートブイ、ドローンなどによる海洋観測データ、海中画像データ取得による可視

化ならびに、データ連携による解析から予測を⾏う為の新技術開発の共同開発を推
進。 

 
2．海洋 DX に係る先端技術の社会実装への取り組み 
・ 通信技術を基盤に、AI 画像認識およびセンシング技術を⽤いた漁獲・環境データの取

得と解析に関する研究・実験を通し、漁業の DX 化による⽣産の安定化、作業の効率
化に向けた実装。 

・ ⽣産領域のみならず、加⼯、流通、販売などの⽔産バリューチェーン連携を⽬指した
地域ネットワークとのビジネスモデルの構築。 

 
3．海洋 DX に係る⼈材育成 
・ 海洋ＤＸに関する技術講習会や共同開発を通じて、地域で海洋ＤＸ活⽤の中⼼的な役

割を担う⼈材を育成。 
・ 学⽣・若者などに対して海洋ＤＸの魅⼒発信と教育を⾏い、海洋 DX への関⼼を喚起

し、開発・活⽤⼈材を育成。 
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(５)NC ⼯作機械導⼊ 
 ものづくり教育及び研究活動を遂⾏する上で、多様な部品の⾼精度加⼯が可能な数値制
御⼯作機械は不可⽋です。現在主流となっている CAD/CAM と連動した⾼度な加⼯技術
の習得が望まれており、数値制御⼯作機械を導⼊する必要があります。 

調達する NC 旋盤、マシニングセンタ、レーザー加⼯機等は、本校学⽣に対する機械加
⼯実習教育はもちろん、本校教職員の教育・研究 活動や学⽣の課外活動において必要と
される実験装置・試験⽚・部品等の加⼯に活⽤します。今回の設備更新・新規調達による
加⼯ の⾼能率化、⾼精度化、加⼯の信頼性向上により、教育・研究活動の⼀層の進展を
⽬指しています。 
 

  
 
 
(６)⼯場改修決定 
 令和３年度に実習⼯場 A・B 棟の改修が決定しました。新規購⼊した⼯作機械をはじ
め、各種実験装置の配置等も刷新し、より良い実習⼯場となるようにしていきたいと思い
ます。 

なお⼯事にともない、令和３年７⽉ごろから令和４年３⽉ごろまで⼯場が使⽤できない
状態になりますので、皆様にはご不便、ご迷惑をおかけしますが、ご了承願います。 
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◆研究紹介・研究室紹介 

 
（１）情報機械システム⼯学科 准教授 中井⼀⽂ 
 

    
「内地研究員としての研究報告」 

 
 

令和 2 年 5 ⽉ 1 ⽇から令和 3 年 2 ⽉ 28 ⽇まで、内地研究員として静岡⼤学情報学部に滞
在しました。以下の通り研究内容をご紹介します。 

本研究では、バレーボールを題材に、競技者のサーブレセプション能⼒を可視化し、競技
能⼒の向上を⽬指します。守備範囲を学習データとして与えることにより動作解析⽤の機
械学習を構築して可視化や予測を実現し、フォーム改善⽅法を確認可能にします。 

左図は実際のサーブレセプション位置、右図は守備範囲推定の結果の例です。なお、(x, y, 
z)=(0, 0, 0)の地点が被験者の⾜元を表します。x プラスが被験者の左⼿⽅向、z プラスが前
⽅向、y プラスが上⽅のことです。左図の⾚⾊がレセプション成功、⻘⾊が失敗、右図は⾚
⾊になるほどレセプション成功の確率が⾼くなることを表します。右図の通り、被験者の左
右⽅向は距離が離れてもレセプション成功の確率が⾼いことや、後⽅よりも前⽅の⽅がレ
セプション成功の確率が⾼いことが可視化されました。上下⽅向では頭を超える⾼さや⾜
元はレセプション成功の確率が低くなっていることが視認できます。 
 

  
実際のサーブレセプションの位置の例 守備範囲推定の結果の例 
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（３）情報機械システム⼯学科 助教 吉岡宰次郎 
 
 

    
 

「⾮破壊検査技術の AI・IoT 化に向けての取り組み」 
 
 

我々の取り組みは、⾼専が得意とする「ロボットや IoT 技術の開発」と「⾮破壊センシン
グ・イメージング技術」を融合することで、企業のニーズに応じた⾮破壊検査技術を提供す
ることです。⾮破壊検査の種類には超⾳波や電磁気、振動、X 線など様々の分野があるため、
機構本部が取り組んでいる「研究ネットワーク形成事業」を活⽤することにより、異なる⾮
破壊検査分野や AI、IoT を専⾨とする⾼専教員との連携を可能にしました。現在では第 3
ブロック内で超⾳波、磁気光学、電磁気などの専⾨性に加え情報処理、通信技術の専⾨性を
有する組織を形成しています。 

主な活動内容としては、企業からのヒヤリングを元にミーティングを⾏っています。企業
からの依頼も年々増加しており、それぞれ特有の環境だからこそ⽣じる問題や依頼に対し
ての開発を進めています。その他にも、連携している⾼専の研究室での合同ゼミを開催する
ことで異なる専⾨分野への知⾒を増やす活動を⾏っています。 
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◆練習船運⾏実績 
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